
　１．はじめに

「環境に優しい」「地球に優しい」というキーワー

ドが巷にあふれて久しい。それとともに、「エコ○

○」「グリーン○○」と呼ばれる製品や活動がもて

はやされ、「環境に優しい製品」を使用する取り組

みである「グリーン調達」「グリーン購入」という

言葉も一般化しつつある。

　では、「環境への優しさ」「エコ○○」「グリー

ン○○」は、どのような基準によって判断すればよ

いのであろうか？　逆に、これらの言葉を、その基

準に関して深く考えずに使ったり信じたりしている

ということはないだろうか？

「環境に優しい」という言葉を「環境への負荷

（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｌｏａｄ）が少ない」という意味として

とらえ、その計測手法について考えるとき、一般に

見過ごされやすいのは以下の観点である。

�環境負荷には多くの種類があり、しかも互いにト

レードオフの関係がある場合も多い。

［例］ディーゼル車をガソリン車に転換すると、窒

素酸化物（ＮＯＸ）等は削減されるが、二酸化炭素

（ＣＯ２）は逆に増加してしまう。すなわち、大気汚染

対策が地球温暖化を促進する可能性がある。

�対象製品や活動の一部分のみで環境負荷を評価す

るのは危険である。

［例］電気自動車は自動車自体から環境負荷をほと

んど排出しないので「環境に優しい」とされること

が多いが、このことを即断するべきではない。なぜ

なら、エネルギーとしての電力が火力発電所で発電

されているとすれば、そこから間接的に環境負荷が
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　ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）は、製品やサービスの「環境への優しさ」を計量す

るための方法論として有効であり、適用事例も蓄積されつつある。本稿では、このＬＣＡ

を交通分野に導入するという観点に立ち、まず、ＩＳＯにおける工業製品を想定対象とした

ＬＣＡの枠組を概説し、それを交通という特定の分野に適用するために考慮すべき点をま

とめるとともに、今後の具体的なＬＣＡ研究の方向性について、既往研究事例の紹介を交

えながら論じている。
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発生しているからである。さらに、送電効率や、電

気自動車の構成部品製造に投入されているエネルギ

ーなども無視できない量である。

�環境負荷は利用・活動の状況によって変化する。

［例］一般に、鉄道は自動車に比べて「環境に優し

い」交通機関であると言われるが、一人が乗ってい

る乗用車と、一人しか乗客がいない電車を比べれば、

前者の方が一人あたりの環境負荷発生量が少ないの

は明らかである。鉄道が自動車に比べて環境負荷が

少ないのはあくまでも可能性であり、実際の利用状

況によっては逆転することもありうる。

　以上の観点を考慮に入れた上で、対象製品や活動

が「環境に優しい」かどうかを判断するための方法

論として、主に環境科学の分野で研究・開発が行わ

れてきたのが「ライフサイクルアセスメント（Ｌｉｆｅ 

Ｃｙｃｌｅ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ：ＬＣＡ）」である。ＬＣＡの適用は

現在さまざまな分野に広がりつつある。特に有名な

のは、飲料容器の材質やリサイクル技術に関する検

討であり、その結果は従来「環境に優しい」と言わ

れてきた活動にお墨付きを与えることもあれば、時

には常識を覆す結果をもたらすこともあった。

　さらにＩＳＯ１４０００（国際標準化機構（ＩＳＯ）による環

境マネジメント規格）の普及に伴って、工業製品の

環境評価手法はＬＣＡが常識という時代に入りつつ

ある。例えば、�日本環境協会が環境保全に役立つ

商品を認定する「エコマーク」の認定基準も、１９９６

年以降はＬＣＡに基づくこととなった。

　しかし、交通分野はこのようなＬＣＡ普及の動き

からいささか取り残されている感を免れない。そこ

で本稿では、ＬＣＡに関する研究・実施状況を概説す

るとともに、交通分野にＬＣＡを適用する際にどの

ような検討が必要かについて整理することを目的と

する。

　２．「環境への優しさを計測する方法」としての

　　　　ＬＣＡ

　ＬＣＡとは、

�評価対象とする製品やサービスの「原材料採取→

生産→流通→使用（→リサイクル）→廃棄」とい

う「ライフサイクル」（インフラ評価の分野では

「プロジェクトライフ」と呼ばれる）にわたる物質・

エネルギーの流れを計量し（その結果をｉｎｖｅｎｔｏｒｙ

－目録－と呼ぶ）

�それに伴う環境への影響を評価する（ｉｍｐａｃｔ 

ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ）

ための手法である。それゆえ「『ゆりかごから墓場

まで』分析」と呼ばれることもある。ＬＣＡを適用す

ることで、対象とする製品・サービスの存在によっ

て環境にどの程度の負荷が生じるかを理解すること

ができ、さらに環境負荷を減らすためにはどのよう

な改善が必要かを検討するためにも有用である。

　２－１　ＬＣＡ研究の流れ１）

　ＬＣＡの萌芽となる諸研究は１９７０年代より始まっ

ており、１９８０年代には西・中欧で、これら諸研究を

統合し商品の「環境への優しさ」を定量化する方法

としてのＬＣＡ研究が盛んになった。特に、ＳＥＴＡＣ

（Ｓｏｃｉｅｔｙ ｏｆ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｔｏｘｉｃｏｌｏｇｙ ａｎｄ 

Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ：国際環境毒性化学会）がＬＣＡ研究に関

する議論の中心的な場となり、現在に至っている。

　さらに１９９０年代に入って、ＩＳＯ１４０００シリーズを

検討するにあたり、環境負荷評価の手法としてＬＣＡ

の考え方を全面的に取り入れることになった。ＩＳＯ

の中でＬＣＡには１４０４０番台が割り当てられており、

Table 1のような規格が設けられている。

　ここで注意すべきことは、ＬＣＡがＩＳＯで規定され

たからといって、ＬＣＡの標準的手法が完全に確立

されてしまった（つまり、研究の余地がない）とは

言えないということである。ＩＳＯでは、ＬＣＡの詳細

な手続き、例えば、環境負荷として扱うべき物質の

種類や、環境負荷間の重み付けの方法等について具

体的に規定することを避けている。これは、環境

「評価」には必然的に「価値観」が関与するために、

一律の規格にまとめるのは困難でありかつ妥当でな

いという判断があったためと言われている。影響評

価に言及するＩＳＯ１４０４２、１４０４３の発行が遅れたのも

このことに起因している。このことから、今後も多

くの適用事例が積み重ねられることによって、ＬＣＡ

手法に関するさらなる検討が継続的に行われていく

必要があると言える。

　また、ＩＳＯ-ＬＣＡの対象は基本的には工業製品で

あることから、交通分野に適用するにあたっては、
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Table 1　ＩＳＯにおけるＬＣＡ関連の規格

発行日規格名称ＩＳＯ規格番号
１９９７年６月１５日一般原則１４０４０

１９９８年１０月１日Ｉｎｖｅｎｔｏｒｙ Ａｎａｌｙｓｉｓ
（インベントリ分析）１４０４１

２０００年３月１５日（ＩＳＯ１４０４１に基づいた具体
的手法を例示）（１４０４９）

２０００年３月１日Ｉｍｐａｃｔ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ
（影響評価）１４０４２

２０００年３月１日Ｉｎｔｅｒｐｒｅｔａｔｉｏｎ（解釈）１４０４３



後に議論するようにその特徴に配慮することが必要

である。

　２－２　ＩＳＯ-ＬＣＡの枠組

　ＩＳＯ-ＬＣＡでは、その詳細な方法に関しては規定

されていないものの、評価に関連する用語やプロセ

スは定義されている。そのプロセスは、Fig.1に示

す四段階に分けることができる。０） Ｓｃｏｐｅ  ａｎｄ

Ｇｏａｌ Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎは、評価目的や考慮する環境問題を

定義し、地理的・時間的範囲（システム境界）を設

定する段階である。１）Ｉｎｖｅｎｔｏｒｙ Ａｎａｌｙｓｉｓ（ＩＳＯ

１４０４１）では、対象のライフサイクルにわたって投入

される物質・製品やエネルギー、発生する環境負荷の

量を計量する。２）Ｉｍｐａｃｔ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ（ＩＳＯ１４０４２）

では、１）で計量された環境負荷と影響との関連付

けを行うことで、対象による環境へのインパクトを

定量評価する。この段階は、環境負荷を環境影響カ

テゴリ（Ｉｍｐａｃｔ Ｃａｔｅｇｏｒｙ）に分類するＣｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ、

各カテゴリ内で、重要度に応じて重み付けを行う

Ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｚａｔｉｏｎ、カテゴリ間の重みを考慮して総

合的な影響を評価するＷｅｉｇｈｔｉｎｇの三段階に分けら

れる。３）Ｉｎｔｅｒｐｒｅｔａｔｉｏｎ（ＩＳＯ１４０４３）は、得られ

た結果を解釈し、さらに原材料や工程の改善につい

て検討する段階である。

　以上のＩＳＯ-ＬＣＡプロセスは、基本的にはＳＥＴＡＣ

で議論されてきた手法の延長上にあり、以下のよう

な簡潔なマトリックス形式で表すことができる。

…�　　　　　　　　　　

…�　　　　　　　　　　

…�　　　　　　　　　　

�

�� ：対象とする製品・活動に投入される原材料・工

程 ��の量

 ε ij ： ��の１単位あたりに発生する環境負荷  ��の量（環

境負荷発生原単位）

�j ：製品・活動に伴って発生する ��の量

��� ： ��の１単位が関連する環境影響カテゴリ ��に及

ぼす影響

�� ：製品・活動が � に及ぼす影響

�� ： ��の１単位が環境全体に及ぼす影響

� ：環境影響の統合評価値

　�～�式はそれぞれＩｎｖｅｎｔｏｒｙ Ａｎａｌｙｓｉｓ、Ｃｈａｒ-

Lj＝ΣεijAi
i

Ck＝ΣpjkLj
j

E＝ΣwkCk
k

ａｃｔｅｒｉｚａｔｉｏｎ、Ｗｅｉｇｈｔｉｎｇに相当する。この方式で

は、あらかじめパラメータε �����������が設定され、か

つ、対象製品・活動に関して��が与えられれば計算

が可能である。各段階において線形性が成立する保

証がないなどの問題はあるが、簡潔さが大きな利点

となってこの形式が一般に用いられている。

　実務におけるＬＣＡの普及にとって、各パラメー

タの整備は非常に重要である。まず、ε���の設定（Ｉｎ-

ｖｅｎｔｏｒｙ Ａｎａｌｙｓｉｓ）には、その原材料・工程はもと

より、遡及的な環境負荷発生も含める必要がある。

これは「内包環境負荷（Ｅｍｂｏｄｉｅｄ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ 

Ｌｏａｄ）」あるいは「エコロジカル・リュックサック

（Ｅｃｏｌｏｇｉｃａｌ Ｒｕｃｋｓａｃｋ）」と呼ばれるもので、計測

には「積み上げ法（プロセス法）」と「産業連関分

析の応用」の二種類が用いられる。積み上げ法は、

各原材料・工程における環境負荷発生を逐一調査し

て積み上げる方法である。任意の原材料・工程を扱

うことが可能であるが、膨大かつ専門性の高いデー

タを要することと、全影響の把握が不可能であると

いう問題がある。一方、産業連関分析の応用は、積

み上げ法とは全く逆の利点・欠点を有する。したが

って、二つの方法を、それぞれの特性に配慮して併

用すること（組み合わせ法）が多い。

　また、���（Ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｚａｔｉｏｎ）は環境影響ポテンシ

ャルと呼ばれるもので、地球温暖化におけるＧＷＰ

（Ｇｌｏｂａｌ Ｗａｒｍｉｎｇ Ｐｏｔｅｎｔｉａｌ：温室効果の大きさを

用いてＣＯ２当量値に換算する係数）をはじめ、主要

な環境影響カテゴリに関しては既に定義が行われて

いる。その結果得られる各カテゴリ内における評価

値��は「Ｃａｔｅｇｏｒｙ Ｅｎｄ Ｐｏｉｎｔ」または「Ｍｉｄ-Ｐｏｉｎｔ」

と呼ばれ、この段階までは科学的客観性に基づいた

アウトプットが利用できる。ただし、地球温暖化と
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３）Inter-�
　pretation　：　�
　結果の解釈と
　環境インパクト
　低減策の検討�

�

�

�　０）Scope and Goal Definition　：　�
　分析範囲の設定�

　１）Inventory Analysis　：　�
　各種環境負荷の定量化�

　２）Impact Assessment　：�
　環境へのインパクトの定量化�
　a）Classification　：　環境負荷�
　とインパクトとの関連付け�
　b）Characterization　：　同一環�
　境インパクト内での負荷の�
　重み付け�
　c）Weighting　：　環境インパク�
　トの統合評価�

Fig.1　ＩＳＯ-ＬＣＡで規定されているプロセス



オゾン層破壊以外のカテゴリについては、研究によ

って���の値が大きく異なっている場合がある。

　環境影響カテゴリ間の重み付け��を設定する段階

（Ｗｅｉｇｈｔｉｎｇ）はさらに問題である。重み付けに関し

てはＬＣＡ以前にも、１９７０～８０年代における「環境指

標」開発などのさまざまな試みが断続的に行われて

きた。しかし、設定に何らかの価値観を導入せざる

を得ない以上、得られる統合評価値�には科学的客

観性が保持されないことは明らかである。また各重

み付け提案値の間にはワンオーダー以上の差がしば

しば存在している。それゆえに、ＩＳＯ-ＬＣＡにおい

ては統合評価値の適用に関してネガティブな扱いを

とっているが、ＬＣＡを意思決定のための手法とし

て用いる場合には、何らかの統合評価値が導入され

る必要も生じてくる。重み付け設定方法の詳細につ

いては４－２の３）で述べる。

　なお、ＬＣＡによる評価値の代替案間比較は、対

象となる製品や活動の「機能単位（ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ ｕｎｉｔ）

あたり」で行われる必要がある。これは、インフラ

や交通分野にＬＣＡを適用する場合も全く共通であ

るが、「機能単位」の設定方法については製品とは

やや異なった考え方を必要とする。

　３．ＬＣＡの交通分野への適用に関する現状

　交通分野へのＬＣＡ適用事例は、�自動車や鉄道

車両といった輸送機械を対象としたＬＣＡ、�交通

インフラを対象としたＬＣＡに分かれる。本章では

これらの既往研究事例について概観する。

　３－１　輸送機械を対象としたＬＣＡ

 ＩＳＯ-ＬＣＡの枠組は、当然のことながら工業製品の

一種である輸送機械に適用可能であり、機械工学・

自動車工学・鉄道工学や環境科学の分野で多くの適

用事例が見られる。例えば森口ら２）は、自動車の

ＬＣ-ＣＯ２として、車両自体のライフサイクルに加え、

車両の走行に伴う発生や、走行に必要となる道路イ

ンフラの整備による発生も評価対象に加えた分析を

行っている。さらに、「環境に優しい」と言われる

電気自動車や燃料電池自動車などへのＬＣＡ適用例

も幾つか存在している。

　また、鉄道車両を対象としたＬＣＡの例として、

辻村ら３）は東海道新幹線への適用を行っており、

ＬＣＥ（Ｌｉｆｅ Ｃｙｃｌｅ Ｅｎｅｒｇｙ）・ＬＣ-ＣＯ２のうち車両製

造分は１％にもならず、結果的に走行分の少ない新

しい車両ほどＬＣＥ・ＬＣ-ＣＯ２が小さくなっているこ

とを示している。

　３－２　日本で発達したインフラＬＣＡ

　ＬＣＡは工業製品のみならずインフラや建築物に

も適用することができ、事例も多く蓄積されてきて

いる。このうち、インフラを対象としたＬＣＡ研究

は「Ｉｎｆｒａｓｔｒｕｃｔｕｒｅ ＬＣＡ（ＩＬＣＡ）」と呼ばれることが

あり、工業製品（Ｐｒｏｄｕｃｔ）のＬＣＡ（ＰＬＣＡ）と区別さ

れる。ＰＬＣＡはＳＥＴＡＣやＩＳＯにおける検討と同時並

行的に研究が進められたのに対し、ＩＬＣＡは世界の

中でも日本で際だって研究が行われてきた分野であ

り、ＩＳＯ-ＬＣＡとはやや異なった独自の発展経過を

たどってきた。また、地球環境問題への対応の観点

から、ＣＯ２やエネルギーをライフサイクルにわたっ

て推計するための手法として特に研究が進み、その

意味ではＬＣＡ研究というよりもＬＣＩ（Ｌｉｆｅ Ｃｙｃｌｅ Ｉｎ-

ｖｅｎｔｏｒｙ）研究という呼称が適当な状況にあるとも

言える。ＩＬＣＡ研究の現状については参考文献１）を

参照されたい。

　ＩＳＯ-ＬＣＡではＬＣＩ手法として積み上げ法の適用

が想定されているが、ＩＬＣＡでは産業連関分析の応

用がしばしば行われてきた点も特徴的である。これ

は、①インフラのライフサイクルは膨大な施工・維

持管理プロセスと原材料投入からなっており、それ

らをすべて積み上げ的に把握するのが困難であるこ

と、②従来から公共事業の波及効果を推計する手法

として産業連関分析が用いられていたこと、が大き

な原因である。積み上げ法を用いる場合にも、原材

料となる鋼やコンクリートなどの内包環境負荷原単

位を産業連関表を用いて推計し、ＬＣＩの基礎データ

として整備する試みが多数行われている４）。原単

位を利用した積み上げ法は、建設分野における工事

費積算と手法が酷似している（建設単価を内包環境

負荷原単位に置き換えればよい）ことから、普及が

容易であり、ＩＬＣＡ用のソフトウェア開発も進んで

きている。

　ＩＬＣＡのうち交通インフラへの適用の代表的事例

として、道路については岩渕ら５）による都市内街路

の道路横断面構成の違いや再生路盤材の使用による

ＬＣＥ・ＬＣ-ＣＯ２推計や、牧田ら６）による舗装材料の

違いによる道路建設のＬＣ-ＣＯ２推計などがある。一

方、鉄道に関しては、岩渕ら７）による福岡市営地下

鉄のＬＣＥ・ＬＣ-ＣＯ２推計が代表例である。

　４．交通分野におけるＬＣＡ研究の課題と取り組み

　第２章でも述べたように、ＩＳＯでＬＣＡの標準的な

プロセスは規定されたものの、手法の詳細について
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は今後の研究事例の積み重ねにゆだねられている。

　そこで、ＬＣＡを交通分野に適用するにあたって

検討すべき課題について、それに対する取り組みを

紹介しながら論じることとする。

　４－１　ＬＣＡ研究の課題

１）輸送機械（車両）を対象とするＬＣＡ

　輸送機械のＬＣＡは基本的にはＰＬＣＡの一種であり、

課題もＰＬＣＡと共通するが、特に重要な課題として、

使用年数や年間走行距離・稼働率といった使用状況

の設定いかんによって結果が変化するという点が指

摘できる。既往研究では、平均的な使用状況を設定

して推計が行われるのが一般的であったが、今後は、

使用状況の違いによる感度分析を実施することによ

り、例えば自動車を頻繁に運転する場合とそうでな

い場合について、環境面からの評価結果の違いを示

すといったことが必要である。

２）交通インフラを対象とするＬＣＡ

　既往のＩＬＣＡ研究の多くには、以下のような問題

点が指摘できる。

�人間活動の変化

　ＩＳＯ-ＬＣＡでは、システム境界を一般にａ）評価対

象自体およびｂ）その原材料および製造機械等から

遡及的に発生する分、と想定する。しかし、ＩＬＣＡ

でこのシステム境界をそのまま適用すると、可能な

検討は同一機能を有するインフラの原材料や施工法

のみにとどまってしまう。インフラは供用段階にお

いて不特定多数の人々に利用されるとともに、周辺

社会にも間接的・波及的な影響を及ぼし、結果とし

てそれらの活動に伴って生じる環境負荷も変化する。

したがって、インフラ整備の計画段階に適用するた

めには、これらを含めた評価の体系が必要である。

このことはＩＬＣＡ研究の課題として常に位置づけら

れ８）、特に交通インフラのように、整備による波

及効果が非常に大きい対象においては、ＬＣＡの有

効性を損なう要素となってきた。

�多種類の環境負荷の推計・評価

　多くのＩＬＣＡ研究はＣＯ２排出量やエネルギー消費

量を推計するＬＣＩであり、他の環境負荷の推計事例

はごく少数である。そのため、建設分野では「ＬＣＡ

＝ＣＯ２排出量を推計する手法」と誤解されている場

合も多いように見受けられる。

�耐用年数と割引率設定

　工業製品と比較して非常に長いため、ライフタイ

ムの設定が困難であったり、評価期間内での環境負

荷原単位等のパラメータが大きく変動してしまうお

それがある。また関連して、現在排出される環境負

荷と将来排出される環境負荷を同等に扱うことが妥

当かどうかという「割引率」設定に相当する問題も

ある。既往のＬＣＡ研究では一般的に、現在価値と

将来価値が同じ（割引率０％）として、環境負荷を

単純に時間積分している。

�属地（Ｓｉｔｅ-ｓｐｅｃｉｆｉｃ）性

　同じ機能を持つ施設であっても、地理的条件など

によって仕様、使用状況や周辺状況が異なるため、

最終的な環境影響が大きく異なってくる。これは、

ＰＬＣＡでは一般に考慮されない点であるが、大規模

施設を扱うＩＬＣＡにおいては特に重要である。

　４－２　各課題への取り組み例

１）ＥＬＣＥＬ概念の導入（上記�への対応）

　筆者ら９）は、ＬＣＡを交通インフラの計画段階の評

価に適用するために、システム境界をインフラ整備

によって波及的に生じる環境負荷変化分にまで拡張

した「拡張ライフサイクル環境負荷（Ｅｘｔｅｎｄｅｄ 

Ｌｉｆｅ Ｃｙｃｌｅ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｌｏａｄ： ＥＬＣＥＬ）」の概

念を提案している。これは、従来のＩＬＣＡの枠組が

インフラ整備評価の分野で言うところの「事業効果」

（工事に伴う直接・間接経済効果：ＬＣＡにおける

「内包環境負荷」に相当）のみを対象としていたの

に対して、供用後に生じる「施設効果」をも対象に

するものである。すなわち、ＥＬＣＥＬによる評価は

費用便益分析（Ｃｏｓｔ Ｂｅｎｅｆｉｔ Ａｎａｌｙｓｉｓ：ＣＢＡ）と同

じ評価範囲を想定している。

　ＥＬＣＥＬ概念の導入事例として、道路に関しては、

筆者らによる、平面道路交差点の立体交差化改良や

山間道路の線形改良に伴うＥＬＣ-ＣＯ２（Ｅｘｔｅｎｄｅｄ ＬＣ-

ＣＯ２）変化の推計１０）や、高速道路の横断面の違いに

よるＬＣＣ（Ｌｉｆｅ Ｃｙｃｌｅ Ｃｏｓｔ）やＥＬＣ-ＣＯ２の推計１１）が

ある。鉄道に関しては、松橋ら１２）が路面電車に着

目し、その運行に加えて車両や軌道のライフサイク

ルを考慮に入れたＥＬＣ-ＣＯ２・ＥＬＣ-ＮＯｘの推計を行

っている。蜷川ら１３）は、東北新幹線を対象にＬＣＣ

やＥＬＣ-ＣＯ２を計測し、インフラや車両から発生す

るＣＯ２計測の重要性を示している。筆者ら１４）は、新

規鉄軌道整備において想定輸送需要量や運行状況の

違いがＥＬＣ-ＣＯ２にどのような影響を与えるかを計

量するモデルシステムを開発し、既存の地下鉄でも

末端部のような利用者の少ないところではＥＬＣ-

ＣＯ２削減効果が発揮されない場合があることを定量

的に明らかにしている。

　さらに筆者らは、ＥＬＣＥＬ概念の適用を単体の交

Ｊｕｎｅ，２００１ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３ （　）５９
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通インフラにとどまらず、都市交通システムに対す

る交通インフラ投資施策１５）が環境に及ぼす影響の

分析にも試みている。山口ら１６）は、ネットワーク

交通需要予測手法を用いて、ＬＲＴ整備に伴うＥＬＣＥ

Ｌ変化の試算を行っている。

２）多種類の環境負荷に関するＩｎｖｅｎｔｏｒｙ（上記�

への対応）

　多種類の環境負荷を対象としたＩｎｖｅｎｔｏｒｙ Ａｎａｌｙ-

ｓｉｓを行うためには、各環境負荷の原単位を整備す

る必要があるが、これに関しては既にＰＬＣＡにおい

て多くの原単位が整備されており、ＩＬＣＡにおいて

も鶴巻ら１７）が推計した原単位を用いて推計が可能

となっており、その適用事例も出てきている。

３）Ｗｅｉｇｈｔｉｎｇに関する問題（上記�への対応）

　多種類の環境負荷が推計されると、そのＷｅｉｇｈｔ-

ｉｎｇが問題となる。さらに、Ｗｅｉｇｈｔｉｎｇに関する方

法論は、大きく以下の四種類に分類できる。

ａ）パネル法：専門家や消費者等に対するアンケート

調査・ブレーンストーミング等に基づく方法

ｂ） ターゲット法：環境基準や処理能力といった目標

値と実際の排出量との比較（ｄｉｓｔａｎｃｅ-ｔｏ-ｔａｒｇｅｔ）

によって決定する方法

ｃ）貨幣価値評価法：環境負荷・影響を貨幣価値に換

算する方法

ｄ）被害算定型手法：環境負荷によって最終的に人

間や生態系が被るダメージを重み付け基準に用い

る方法

　このうちＬＣＡ研究で特に有力とされてきたのはｂ）

ターゲット法である。なぜならば、この方法では各

環境影響カテゴリのＣａｔｅｇｏｒｙ Ｅｎｄ Ｐｏｉｎｔが「目標値」

によって基準化されることから、その目標値が科学

的な方法で設定できれば、重み付けの科学的客観性

がある程度保持されると考えられているからである。

スイスの「Ｅｃｏ-ｐｏｉｎｔ」やオランダの「Ｅｃｏ-Ｉｎｄｉｃａ-

ｔｏｒ ９９」など、多くのＷｅｉｇｈｔｉｎｇ法はこの方式に基づ

いている。筆者らも、伊坪ら１８）がターゲット法を

元に提案した重み付け評価値を元に、インフラへの

適用を前提として再検討を行うことにより、ＥＦＰ

（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｆｒｉｅｎｄｌｉｎｅｓｓ Ｐｏｉｎｔ）という新しい

統合評価値を開発している１９）。

　一方、ａ）の場合、アンケート調査やブレーンス

トーミングの対象者の環境に対する価値観や知識が

直接反映されてしまう。これは、ｃ）で仮想価値法

（Ｃｏｎｔｉｎｇｅｎｔ Ｖａｌｕａｔｉｏｎ Ｍｅｔｈｏｄ 〈ＣＶＭ〉：仮想の

環境状況に対する貨幣価値を意識調査によって推計

する方法）を適用する場合も同様である。また、d）

に関しては、きわめて複雑な環境影響メカニズムを

定量的に表現する必要があり、日本では現在、経済

産業省を中心にその手法の策定が進められていると

ころである。

　以上のことから、ＬＣＡのプロセスをＩｎｖｅｎｔｏｒｙや

Ｃａｔｅｇｏｒｙ Ｅｎｄ Ｐｏｉｎｔでとどめるか、統合評価値や貨

幣評価値にまで踏み込むかは議論が分かれるところ

であるが、現状では、ＬＣＡの結果としてこの各段

階の値を列挙したリストを作成し、その使用は意思

決定者の判断に任せるのが現実的であろう。ただし、

統合評価値の解釈にあたっては、その設定方法の特

徴や前提条件をよく理解することが必要である。

　５．ＬＣＡを交通インフラ整備評価に

　　　導入するための課題

　交通分野におけるＬＣＡの実用にあたっては、

ＬＣＡ自体が抱える課題のほかに、もう一つ大きな

課題をクリアしなければならない。それは、「環境

への優しさ」を評価したＬＣＡの結果を実際の意思決

定においてどのように活用すればよいかという点で

ある。本稿のむすびとして、その点について、甚だ

不十分ではあるが論じてみたい。

　５－１　コストとの関係

　実は、ＥＬＣＥＬを用いない従来のＬＣＩにおいては、

環境面からの評価結果とコスト面からの評価結果が

一致する場合が多かった。これは、「積み上げ法」

が工事費積算と酷似した手法であることを考えれば

当然の結果とも言える。しかし、ＥＬＣＥＬで評価す

る場合には、往々にしてコストと環境負荷のトレー

ドオフが生じる恐れがある。

　これに関して少なくとも言えるのは、環境に関し

てライフサイクルで評価を行っているのであれば、

それに対応して、コストについても初期費用でなく

ＬＣＣを扱うべきであるということである＊。建築物

や自動車のＬＣＡでは、対象として供用後のエネル

ギー消費を含めることによって、断熱性住宅や低燃

費自動車の環境面とコスト面での有利さを示してい

る例がある。さらに、インフラの外部経済性という

特徴を考えると、単に整備・運営主体のコストのみ

ならず社会全体の便益を考える必要があろう。この
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点について次に検討する。

　５－２　費用便益分析（ＣＢＡ）との関係

　インフラ整備評価の分野ではＣＢＡが盛んに検討

されていることから、環境影響も貨幣価値に換算し

「負の便益」としてＣＢＡの枠組に組み込みたいとい

う要求が強い。換算法には従来、直接費用法やヘド

ニック法（環境状況の違いによって生じる不動産価

値や賃金の差から環境価値を貨幣評価する方法）な

どがよく用いられ、近年ではＣＶＭが、評価対象の

自由度の高さ、経済理論との整合、心理的影響の計

測可能性の観点から脚光を浴びている。既に、これ

らの換算法を用いて環境負荷１単位あたり貨幣価値

を推計し、それを原単位としてＩｎｖｅｎｔｏｒｙ Ａｎａｌｙｓｉｓ

の結果を貨幣価値に直接換算する試みも行われてい

る。この方法は非常に魅力的ではあるが、現時点で

は、換算法やＣＢＡ自体について多くの問題点が残

ったままである２０）。

　そこで、環境負荷を貨幣評価せず、便益（費用）

と環境をそれぞれ評価軸として視覚的に理解する方

法として、Ｇｏｅｄｋｏｏｐ２１）の考えに基づき、Fig.2に示

すように、各代替案実施に伴うＥＬＣＥＬ変化と純便

益の関係をベクトル（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ-Ｂｅｎｅｆｉｔ Ｖｅｃｔｏｒ）

で表現する。このベクトルの傾きの逆数は、Ｅｎｖｉ-

ｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｌｏａｄ Ｓｅｒｖｉｃｅａｂｉｌｉｔｙ（ＥＬＳ：各プロジェク

トが単位便益を得るために発生する環境負荷の量）

に相当する。

　通常のインフラ整備Ａは第Ⅰ象限（環境浪費型開

発施策領域）に表すことができる。点Ｂ，Ｃのよう

にＥＬＣＥＬ削減効果を持つインフラ整備は第Ⅳ象限

（環境配慮型開発施策領域）に表現できる。省エネル

ギー機器の導入もコスト削減効果があるため、ここ

に含まれる場合が多い。さらに、点Ｄのように経済

的なロスを承知で環境負荷削減を行う取り組みが第

Ⅲ象限（環境負荷削減施策領域）に含まれる。第Ⅱ

象限は、環境影響が生じかつ経済的便益も発生しな

い取り組みで、故意には選択されない。

　これらのうち環境配慮の面から最も望ましいのは

第Ⅳ象限にあたる案である。第Ⅰ象限に入る場合に

は、点Ａ’のような環境基準を上回る代替案が棄却

されるのは当然のことながら、ある程度の純便益を

確保しつつＥ－Ｂベクトルの傾きの小さい（ＥＬＳの

大きい）案を採用することが望ましい。

　５－３　環境アセスメントとの関係

　インフラ整備評価においては環境アセスメント

（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｉｍｐａｃｔ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ ： ＥＩＡ）が従来

から実施されてきており、これとＩＬＣＡとの関係も

整理する必要がある。この両者は、

ａ）ＥＩＡでは立地点の状況が重要である一方、通常の

ＬＣＡでは立地点の状況が加味できないこと（松野

ら２２）が開発したＷｅｉｇｈｔｉｎｇ法では地域の違いが考

慮できる形となっているものの、ＥＩＡに比べれば

概略的である）

ｂ）ＥＩＡでは環境基準や従前状況との比較評価を個別

項目ごとに実施するが、ＩＬＣＡは統合指標による

評価を目指すこと

の二点において異なる。

　以上より、ＩＬＣＡの適用は資源・エネルギー問題や

地球環境問題のように環境負荷発生地点が環境影響

の総量や空間分布に影響を与えないものに限定し、

個別インフラ整備による局地環境問題のような

Ｓｉｔｅ-ｓｐｅｃｉｆｉｃな事象においては、ＩＬＣＡの結果は参

考程度にとどめ、むしろプロジェクト固有の状況を

考慮したＥＩＡを利用するというように、両手法を統

合的な評価体系として構築する方針が考えられる。
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